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特定技能１号のポイント

特定技能２号のポイント

【就労が認められる在留資格の技能水準】

特定技能以外の在留資格 特定技能の在留資格在留期間

技能水準

家族の帯同

支援

日本語能力水準

１年を超えない範囲内で法務大臣が個々の外国人について
指定する期間ごとの更新（通算で上限５年まで）

試験等で確認（技能実習２号を修了した外国人は試験等免除）

生活や業務に必要な日本語能力を試験等で確認
（技能実習２号を修了した外国人は試験免除）

基本的に認めない

受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象

３年、１年又は６か月ごとの更新（更新回数に制限なし）

試験等での確認は不要

要件を満たせば可能（配偶者、子）

受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象外

試験等で確認

在留期間

技能水準

家族の帯同

支援

日本語能力水準

○ 深刻化する人手不足への対応として、生産性の向上や国内人材の確保のための取組を行ってもなお人材を確保することが困難な
状況にある産業上の分野に限り、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れるため、在留資格「特定技能１号」及
び「特定技能２号」を創設（平成３１年４月から実施）

○ 特定技能１号：特定産業分野に属する相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格
在留者数： ２０８，４２５人（令和５年１２月末現在、速報値）

○ 特定技能２号：特定産業分野に属する熟練した技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格
在留者数：  ３７人（令和５年１２月末現在、速報値）

特定産業分野：介護、ビルクリーニング、素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業、建設、造船・舶用工業、
                             自動車整備、航空、宿泊、農業、漁業、飲食料品製造業、外食業

 （介護分野以外は特定技能２号でも受入れ可）
（１２分野）

特定技能制度概要

専
門
的
・
技
術
的
分
野

非
専
門
的
・

非
技
術
的
分
野

「特定技能２号」

「特定技能１号」

「技能実習」

「技術・人文知識・国際業務」
「介護」
「技能」
「高度専門職（１号・２号）」
「教授」 等

特定産業分野はP4参照

（資料）外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議（第１８回）配布資料を経産省にて一部修正
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特定技能の受入れ見込数の再設定及び対象分野等の追加について（令和６年３月29日閣
議決定）の概要

⚫ 分野名を「工業製品製造業分野」と変更したうえ、新たな業種・業務区分を追加する閣議決定を行った。
※新規業種での受入れ開始時期については、規定類を調整の上、決まり次第HPにてお知らせします。

R1～R5年度 R6～R10年度

分野名
素形材・産業機械・

電気電子情報関連製造業分野
工業製品製造業分野

受入れ見込数 49,750人 173,300人

業種 ○素形材産業
○産業機械製造業
○電気・電子情報関連産業
○金属表面処理業

○素形材産業
○産業機械製造業
○電気・電子情報関連産業
○金属表面処理業
○鉄鋼業
○金属製サッシ・ドア製造業
○プラスチック製品製造業
○紙器・段ボール箱製造業
○コンクリート製品製造業
○陶磁器製品製造業
○繊維業
※追加要件を設定する（詳細は16頁）

○金属製品塗装業
○ＲＰＦ製造業
○印刷・同関連業
※全日本印刷工業組合連合会、全国グラビア協同組合連合会、全日本

製本工業組合連合会いずれかに所属していることを要件とする

○こん包業
※日本梱包工業組合連合会に所属していることを要件とする

業務区分 機械金属加工
電気電子機器組立て
金属表面処理

全３区分

機械金属加工、電気電子機器組立て、金属表面処理、
紙器・段ボール箱製造、コンクリート製品製造、
陶磁器製品製造、紡織製品製造、縫製、ＲＰＦ製造、
印刷・製本 全１０区分 3



対象分野追加の方針①

○「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年１１月２日閣議決定）（抜粋）

生産性向上や国内人材確保のための取組を行ってもなお人材の確保が困難な状況にある産業について、在留資

格「特定技能１号」や「特定技能２号」の対象分野の追加について 2023 年度中に検討し、結論を得次第速や

かに措置を講ずる。

○業種を所管する省庁からの要望

現行の特定産業分野以外の業種でも人材確保が困難であるとして、業種を所管する省庁から特定技能の対象分

野への追加の要望あり

対象分野追加の必要性

１２分野

ビルクリーニング分野 自動車整備分野 航空分野 宿泊分野

農業分野 漁業分野
飲食料品製造業分野

※3
外食業分野

１６分野

方針
現状

造船・舶用工業分野
※2

介護分野 建設分野

林業分野
※4

鉄道分野
※4

自動車運送業分野
※4

木材産業分野
※4

工業製品製造業分野
※1

対象分野追加案の概要

新たな業務等を追加
する既存分野

：その他既存の分野

：

※1 分野名を「素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業分野」から「工業製品製造業」に変更、業種を追加。新規追加業種では1号特定技能外国人のみ受入れ可能。
※2 区分を整理し、造船・舶用工業に必要となる各種作業を新区分に追加。新区分でも2号特定技能外国人が受入れ可能。
※3 食料品スーパーマーケットにおける惣菜等の製造も可能とする。新たな業務においても2号特定技能外国人が受入れ可能。

※4 新規分野については、1号特定技能外国人のみ受入れ可能。

新規分野：

既存の３分野に新たな業務等
を追加。新規で４分野追加

（資料）外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議（第１８回）配布資料を事務局にて一部編集
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対象分野追加の方針②【新規分野】
新規分野の業務内容等の詳細

分野名 業務内容等 技能試験 日本語試験 新たに関連させる技能実習の職種等
分野独自の
要件

国
土
交
通
省

自動車
運送業

バス運転者、タクシー運転者、
トラック運転者 （３業務区分）

自動車運送業分野
特定技能１号評価試験

国際交流基金日本語
基礎テスト又は日本語
能力試験（N4以上）
（「業務内容等」のうち、
青字についてはN3以
上）

ー ※１

鉄道

運輸係員（運転士、車掌、駅係
員）、軌道整備、電気設備整備、
車両製造、車両整備 （５業務
区分）

鉄道分野特定技能
１号評価試験

軌道整備：鉄道施設保守整備
車両製造：機械加工等８職種19作業
車両整備：鉄道車両整備  

ー

農
林
水
産
省

林業
育林、素材生産、林業種苗育成等

（１業務区分）
林業技能測定試験

厚生労働省及び関係省庁において技能
実習制度の職種への追加を検討中。

※２

木材
産業

製材業、合板製造業などに係る木材
の加工工程及びその附帯作業等

（１業務区分）

木材産業特定技能
１号測定試験

木材加工

○ 今回追加希望が示されている新規分野は特定技能１号のみ受入れ可能とする。

○ 新規分野等においても、特定技能１号には「相当程度の知識又は経験を必要とする技能」及び「ある程度日常会話ができ、生活に支障がない程度の能力
 を有することを基本としつつ、特定産業分野ごとに業務上必要な日本語能力水準」が求められ、技能水準及び日本語能力に係る各種試験を課すこととする。

※１ 日本の運転免許の取得等（バス運転者及びタクシー運転者については、外免切替及び第２種免許の取得並びに法令で定める新任運転者研修を修了したこと、
トラック運転者については外免切替）が要件。日本国内で運転免許を取得するための手続等に要する期間においては、運転免許が必要な業務に従事できないた
め、在留資格「特定活動」 （バス運転者及びタクシー運転者については１年・更新不可、トラック運転者については６月・更新不可）で在留を認める。
特定技能所属機関の要件として、運転者職場環境良好度認証制度に基づく認証を取得したこと等を求める。

※２ 協議会において協議が調った事項に関する措置を求める（安全対策等を想定）。

（資料）外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議（第１８回）配布資料を事務局にて一部編集
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対象分野追加の方針【既存分野への業務等追加】
既存分野への業務等追加の詳細

分野名 改正内容 改正後の業務区分
特定技能２号の

受入れ
新たに関連させる技能

実習の職種等

分野独自
の
要件

経
済
産
業
省

工業製品
製造業

紙器・段ボール箱製造、コンクリート製
品製造、陶磁器製品製造、紡織製
品製造、縫製、ＲＰＦ製造、印刷・
製本を新たな業務区分として追加。

既存の業務区分に鉄鋼、アルミサッシ、
プラスチック製品、金属製品塗装、こん
包関連の事業所を新たに含める。

・機械金属加工
・電気電子機器組立て
・金属表面処理
・紙器・段ボール箱製造
・コンクリート製品製造
・陶磁器製品製造
・紡織製品製造
・縫製
・ＲＰＦ製造
・印刷・製本 〔10業務区分〕

新規追加業種は特定技
能１号のみ受入れ可。

繊維・衣服関係等
（21職種38作業）

※

国
土
交
通
省

造船・
舶用工業

業務区分を３区分に再編するとともに、
作業範囲を拡大し、造船・舶用工業
に係る必要となる各種作業を新たな業
務区分に追加。

・造船
・舶用機械
・舶用電気電子機器

〔３業務区分〕

新たな業務区分でも2号
特定技能外国人が業務
に従事可能。

とび、配管等
（８職種11作業）

－

農
林
水
産
省

飲食料品
製造業

特定技能外国人の受入れが認められ
る事業所を追加し、食料品スーパー
マーケット及び総合スーパーマーケットの
食料品部門における惣菜等の製造も
可能とする。

・飲食料品製造業全般（飲食料
品（酒類を除く）の製造・加工、
安全衛生） 〔1業務区分〕
＊業務区分の変更なし

新たな業務においても、2
号特定技能外国人が業
務に従事可能。

＊新たに関連させるも
のではないものの、そう
菜製造業等が関連す
る。

－

※協議会入会要件等として以下の内容を定める。
 ・ 繊維工業（紡織製品製造区分及び縫製区分）については、①国際的な人権基準を遵守し事業を行っていること、②勤怠管理を電子化していること、③パートナーシップ
  構築宣言を実施していること、④特定技能外国人の給与を月給制とすること。
 ・ 印刷・同関連業（印刷・製本区分）については、全日本印刷工業組合連合会、全国グラビア協同組合連合会、全日本製本工業組合連合会のいずれかに所属してい
ること。

 ・  こん包業での受入れについては、日本梱包工業組合連合会に所属していること。

（資料）外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議（第１８回）配布資料を事務局にて一部編集
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技能実習２号移行対象職種

特定技能1号への移行ルート

〔技能実習〕
＜在留資格：技能実習＞

３～５年の技能実習 特定技能１号（最大５年）

〔就労資格〕
＜在留資格：特定技能１号＞

期
間

技能実習（２号）を
良好に修了者

（必要な技能水準＋日本語能力水準を満たしてい
るものとして、新試験の免除）

試験合格者
（技能試験＋日本語能力試験）

海外及び国内で実施

ルート２
技能実習からの移行

ルート１
試験ルート

⚫ 今後作成・実施予定の技能及び日本語能力試験に合格した者は、特定技能1号の在留
資格を得ることが可能。

⚫ また、技能実習2号移行対象職種において約3年間の実習期間を良好に修了した者は、
技能及び日本語試験が免除され、特定技能1号の在留資格を得ることが可能。
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技能実習２号移行対象職種と特定技能１号の対象業務区分一覧（案）

技能実習２号移行対象職種

紡織運転

織布運転

染色

ニット製品製造

たて編ニット生地製造

カーペット製造

婦人子供服製造

紳士服製造

下着類製造

寝具製作

帆布製品製造

布はく製品製造

座席シート縫製

特定技能１号対象業務区分

紡織製品製造

縫製
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下着類の製造

（例示）技能実習２号（３号）を良好に修了した者の特定技能１号への移行イメージ

• 例えば、婦人子供服製造で技能実習２号を良好に修了した者が、特定技能１号
（縫製）に移行すると、技能実習と異なり、婦人子供服に限定されず、紳士服、下着
類、布はく、などの「縫製」の業務を行うことも可能。

婦人子供服製造
技能実習２号修了者

紳士服の製造

婦人子供服の製造

特定技能１号（縫製）
で就労可能な業務

・
・

特定技能１号
（縫製）へ移行

布はくの製造
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10

１号特定技能外国人を受け入れるには（二つの受入れルート）
試験ルート

自社が支援計画の適正な実施を確保するための基準を満たしているか。

自社で支援
※登録支援機関に支援業務を一部委託することも可能

「登録支援機関」に支援業務を全部委託

在留資格（特定技能１号）の申請

技能実習２号修了者（国内、国外）と
特定技能雇用契約を締結

技能試験 「製造分野特定技能1号評価試験」
※試験日程と開催場所はニーズに応じて今後検討

日本語試験
①国際交流基金日本語基礎テスト もしくは②日本語能力試験（Ｎ４以上）

及び

技能実習からの移行ルート

両方の試験の合格が必要

技能実習２号を良好に修了した者に
ついては、必要な技能と日本語能力
の各水準を満たしているものとして、
技能試験及び日本語能力試験が免除

【外国人】
日本語
能力
及び
技能の
確認

【企業】
事業の
該当性
確認

制度の
適正な
運用に
係る確認

特定技能外国人を受け入れる事業所の売上は、製造業分野に掲げられた日本標準産業分類に該当するか。
（製造業分野に該当する製品を製造する業務にのみ従事することが可能です。該当しない場合は、協議・連絡会への入会が認められません。）

特定技能外国人が行う作業内容は対象業務か。

製造業特定技能外国人材受入れ協議・連絡会への入会を行っているか。
（特定技能外国人を受け入れる事業所単位で届出が必要です。）※上乗せ４要件の審査も行います。

満たしている（※満たしていても登録支援機関に支援業務を全部委託することも可能） 満たしていない

受け入れ予定の外国人（国内、国外）と
特定技能雇用契約を締結

雇用
契約
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特定技能外国人受け入れ開始のスケジュール（イメージ）

告
示
・
運
用
要
領
・
運
用
要
領
別
冊
公
表

（
同
日
付
で
特
定
技
能
１
号
の

在
留
資
格
の
申
請
が
可
能
）

在
留
資
格
取
得
後
、
特
定
技
能
１
号
と
し
て
受
入
開
始

閣
議
決
定

R06/3/29 技能実習からの移行の
場合、本年秋を目処に
就労可能となる見込み

地
方
入
管
局
に
対
し
、
在
留
資
格
（
特
定
技
能
１
号
）
申
請

審
査

事業者にて必要な対応

●在留資格申請までに対応する項目

①特定技能外国人予定者との
 雇用契約締結、
 １号特定技能支援計画の作成

②製造業特定技能外国人材受入れ
協議・連絡会への入会
※協議・連絡会の規定類制定後、入会申請可能

※入管局への申請書類等は
申請時に入管庁HP（特定技能のページ）にてご確認下さい。

12

※試験ルートについては、
「製造分野特定技能１号
評価試験」合格後に就労
可能となる見込み



（資料）技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議最終報告書を踏まえた政府の対応について（概要）（令和６年２月９日）
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14
（資料）出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する法律 概要資料



特定技能制度への繊維業の業種追加を受けた繊維業界の反応

⚫ 特定技能制度への繊維業の業種追加を受け、日本繊維産業連盟の日覚会長より歓迎の
コメントが公表。「『繊維業の特定技能の受け入れに係る追加要件』への対応などを通じ、
国際的な人権基準を遵守し、外国人を含む労働者の人権を最大限に尊重した取り組みを
進めて」いくと意思表明がされたところ。

（資料）日本繊維産業連盟 特定技能制度における繊維業の業種追加に関する閣議決定について会長コメント（令和６年３月２９日）

令和６（２０２４）年３月２９日
日本繊維産業連盟

会長 日覺昭廣

 特定技能制度における繊維業の業種追加に関する閣議決定について

本日（３月２９日）の閣議において、繊維業が、特定技能制度における特定産業分野「工業製品製
造業分野」の対象業種となったことを歓迎する。 
業種追加にご尽力いただいた、経済産業省をはじめ関係府省の方々に感謝申し上げる。
日本繊維産業連盟としては、外国人労働者の活用の前提である、DX化等による生産性向上及び
人手不足を踏まえた賃上げ等の処遇の改善などの国内人材確保のための取り組みをより一層進
めて参りたい。
加えて、これまで「繊維産業技能実習事業協議会」等を通じて行ってきた技能実習制度の適正な
実施及び技能実習生の保護に資する取り組みを一層進めるとともに、令和４（２０２２）年に策定し
た「繊維産業における責任ある企業行動ガイドライン」の普及、特定技能制度における「繊維業の
特定技能の受け入れに係る追加要件」への対応などを通じ、国際的な人権基準を順守し、外国人
を含む労働者の人権を最大限に尊重した取り組みを進めて参りたい。
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特定技能の受け入れに係る繊維業の追加要件

内 容

既存製造業の要件

派遣契約ではないこと

受入企業の産業分野（日本標準産業分類で限定）

特定技能の「受入れ協議・連絡会」の構成員であること

経産省、協議・連絡会の指導、報告徴収等に協力すること

繊維業の
追加要件

国際的な人権基準に適合し事業を行っていること（次項詳細）

勤怠管理を電子化していること

パートナーシップ構築宣言の実施

特定技能外国人の給与を月給制とする

⚫ 繊維業の技能実習制度において、時間外労働に対する賃金不払等の法令違反の割合が
大きいことを踏まえ、繊維業については国際的な人権基準の適合や、勤怠管理の電子化等
の追加要件を設定することとされた。
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（参考）労働における基本的原則及び権利に関する国際労働機関宣言に
掲げられた基本的権利に関する原則の位置づけ

労働における基本的原則及び権利に関する国際労働機関宣言
に掲げられた基本的権利に関する原則に該当する５分野10条約

（資料）国際労働機関HPを基に一部編集

国際的に認められた人権の基準

世界人権宣言
（1948年採択）

国際人権規約
（1989年採択）

労働における基本的原則及び
権利に関する ILO 宣言

（1998年採択）

強制労働の廃止

強制労働
（1930年 第29号）

強制労働廃止
（1949年 第105号）

結社の自由及び団体交渉
権の効果的な承認

結社の自由及び団結権保護
（1948年 第87号）

団結権及び団体交渉権
（1949年 第98号）

児童労働の撤廃

最低年齢
（1973年 第138号）

最悪の形態の児童労働
（1999年 第182号）

雇用及び職業における
差別の排除

同一報酬
（1951年 第100号）

差別待遇（雇用・職業）
（1958年 第111号）

安全で健康的な労働環境

職業上の安全及び健康
（1981年 第155号）

職業上の安全及び
健康促進枠組み
（2006年 第187号）
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勤怠管理の電子化事例

伴染工株式会社

After

Before

創業：1961年、従業員数：12名、事業内容：染色整理業、自社製品販売（2024年3月現在）

• 勤怠管理はタイムカードで実施。
• タイムカードに打刻された時間から、経営者が一

人で転記、給与計算を実施。
• 雇用形態により計算方法が煩雑で苦労してい

た。
• 毎月半日程度かけて手入力により給与計算。

• クラウド型勤怠管理システムを導入。
• 勤怠打刻用にタブレットを１台購入。
• 打刻は顔写真をタップ→出退勤ボタンの２ス

テップ。
• システムに紐づけして給与計算もPC上で計算。

● 勤怠管理のIT化を進めることで、適切な労務管理が可能となるほか、労務管理業務の効率化
や生産性向上等が期待される（その効果として、労働関係法規の遵守徹底等）。

● 特に、管理部門に従事する社員が少ない中小企業・小規模企業にとっては、勤怠管理業務のIT
化により、経営者の働き方改革にも資する。

業務負担の軽減

• 従業員規模に合う無料プランの範囲内
で取り組んでおり、導入費は無料。

• 毎月半日程度の手入力による給与計
算がゼロになった。

• 社内経理業務の引継ぎ・承継のスムー
ズな遂行が期待できる。

• 法令で求められるタイムカードの適正な
保管が管理が容易になる。

導入時の工夫

• 60代以上の従業員も多く、従業員個人
がスマホを所有していない、という状況を
踏まえて、勤怠管理アプリをスマホにダウ
ンロードすることや新たなICカード発行を
行うことはせず、会社内にタブレット１台
を導入する工夫を行った。

Point！

（資料）伴染工株式会社より写真提供
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